
　社会資本総合整備計画　　　　　防災・安全交付金

合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 6,135 Ａ 6,040 Ｂ Ｃ Ｄ 1.5

（参考様式２）

5 ・大和市内の引地川流域における下水道の都市浸水対策達成率を74%（R3）から75%（R6）に増加させる。
・浸水対策完了済面積／浸水対策を実施すべき面積（1039ha） 74% 75%

令和3年2月22日

・土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等見直しのための基礎調査の実施済市町村数 0市町村 6市町村

％

4 ・準用河川一色川流域の氾濫防止面積を5.39haから4.82haに減少させる。

1

67%

備考等 個別施設計画を含む 国土強靱化を含む 定住自立圏を含む 連携中枢都市圏を含む

3 ・二級河川引地川を渡河する橋りょうについて、必要な耐震補強を実施し災害時の安全度を確保する。
・橋りょうの耐震補強による安全度(%)＝橋脚補強済み橋りょう数／橋脚補強が必要な橋りょう数（6橋） 50%

・氾濫防止面積(ha) 5.39ha

2

・計画の対象規模の洪水が発生した場合の浸水面積を29.4haから24.1haに減少させる。

・土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等見直しのための基礎調査の実施済市町村数を　0市町村(R3)から　6市町村(R6)に増加。

29.4ha 24.1ha・計画の対象規模の洪水が発生した場合の浸水面積(ha)

番号 定量的指標の現況値及び目標値
当初現況値 中間目標値 最終目標値定量的指標の定義及び算定式

4.82ha

計画の名称
計画の期間
交付対象

計画の目標

全体事業費（百万円）

引地川水系流域治水総合整備計画
重点配分対象の該当　令和３年度　～　令和６年度　

神奈川県、藤沢市、茅ケ崎市、大和市、座間市、綾瀬市
　令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、引地川水系においても、ハード・ソフト一体となった実効性のある事前防災対策を加速していくために、流域治水
に係る取組を計画的に推進し、年超過確率1/10（時間雨量約60ｍｍ）の規模の洪水を安全に流下させ、流域における浸水被害の軽減を図る。

95 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

計画の成果目標（定量的指標）



R3 R4 R5 R6 R7

河川 一般 神奈川県 直接 神奈川県 総合治水
(2)

- 引地川(下流)総合治水対策
特定河川事業

L=13.5km,護岸,掘削,遊水
地

藤沢市 ■ ■ ■ ■ 2,570

河川 一般 神奈川県 直接 神奈川県 総合治水
(2)

- 引地川(上流)総合治水対策
特定河川事業

L=3.14km,護岸,掘削 大和市 ■ ■ ■ ■ 625

河川 一般 神奈川県 直接 神奈川県 総合治水
(2)

- 蓼川総合治水対策特定河川
事業

L=4.9km,護岸,掘削 綾瀨市 ■ ■ ■ ■ 467.25

総合治
水

一般 神奈川県 直接 神奈川県 基礎調査 - 相模川圏域総合流域防災事業 基礎調査 小田原市ほか ■ ■ ■ ■ 744

総合治 一般 神奈川県 直接 神奈川県 基礎調査 - 境川圏域総合流域防災事業 基礎調査 鎌倉市ほか ■ ■ ■ ■ 240

道路 一般 神奈川県 直接 神奈川県 国道 修繕 （国）134号　鵠沼橋 耐震補強　N=1橋 藤沢市 ■ ■ ■ ■ 1,070

河川 一般 藤沢市 直接 藤沢市 - - 総合流域防災事業（準用河
川一色川）

橋梁架替及び護岸整備
L=70m

藤沢市
■

89 1.16

下水道 一般 大和市 直接 大和市 管渠（雨
水）

新設 相模大塚南排水区 雨水管 φ250～1100
L=831.0m

大和市 ■ ■ 130

下水道 一般 大和市 直接 大和市 管渠（雨
水）

新設 草柳引地台排水区 雨水管 φ600 L=416.0m 大和市 ■ ■ 74

下水道 一般 大和市 直接 大和市 管渠（雨
水）

新設 下福田北第一排水区 雨水管 φ250～500
L=256.0m

大和市 ■ ■ 31

小計 6,040

合計 6,040

河川事業

下水道事業

その他総合的な
治水事業

A03-004

その他総合的な
治水事業

A08-001

道路事業

A 基幹事業

番号基幹事業(大)
事業
種別

地域
種別

交付
対象

直接
間接

事業者 種別１ 種別２
個別施設計画

策定状況
要素となる事業名

(事業箇所)
事業内容

(延長・面積等)
市区町村名／
港湾・地区名

事業実施期間(年度) 全体事業費
(百万円)

一体的に実施することにより期待される効果
備考

費用
便益比

A03-003

A08-124

A08-126

A03-005

A07-004

A07-006

A01-071

A07-005



R3 R4 R5 R6 R7

計画・
調査

一般 茅ケ崎市 直接 茅ケ崎市 - - 茅ヶ崎市土砂災害ハザード
マップ作成

市内一円 茅ケ崎市 ■ ■ ■ ■ 30

計画・
調査

一般 座間市 直接 座間市 - - 座間市土砂災害ハザード
マップ作成

市内一円 座間市 ■ ■ ■ ■ 20

計画・
調査

一般 大和市 直接 大和市 - - 大和市土砂災害ハザード
マップ作成

市内一円 大和市 ■ ■ ■ ■ 30

計画・
調査

一般 綾瀬市 直接 綾瀬市 - - 綾瀬市土砂災害ハザード
マップ作成

市内一円 綾瀬市 ■ ■ ■ ■ 15

小計 95

合計 95

C 効果促進事業

基幹事業(大) 番号
事業
種別

地域
種別

交付
対象

直接
間接

事業者 種別１ 種別２
個別施設計画

策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

事業実施期間(年度) 全体事業費
(百万円)

C04-002

C04-006

備考

要素となる事業名
(事業箇所)

費用
便益比

事業内容
(延長・面積等)

市区町村名／
港湾・地区名

砂防事業

C04-021

C04-017
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